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地域包括ケアシステムと介護人材の養成
一 デ ンマ ー ク と フ ィ ン ラ ン ドを 参 考 に して一
Community based integrated Care System and training of 
  Care Worker: in reference to Denmark and Finland
成清　美治
Yoshiharu Narikiyo
〈要 旨 〉
　 わ が国 の高齢 化率 は依 然 上昇 を続 けてお り、2060(平 成72)年 に は高齢化 率 は40%に な る と推 計 され て いる。 ま た、
人 口の一極 化集 中化 現象(主 に東京 に集 中)が 起 き、都 市部 で は高齢者 福祉 施設 の不 足、 一方、 地 方で は、 「限界集 落」
或 いは 「極 限集 落」 と呼 称 され る人 口減少地 域 が多数 発生 してい る。 この背景 には、 わが 国の人 口 の高齢化 と合 計特
殊 出生 率 の低下 とい う少 子 ・高齢 社会 が あ る。 この人 口減 少問 題 は、遠 か らず社会 保 障制度 一年 金 ・医療 ・介護 等一
に影響 を与 え る ことにな る。
　 こ う した状況 の もと最 も深刻 な問題 の ひ とつ は、高 齢者 介護 問題 で あ る。具 体 的 には、要 介護 高齢 者 の増 加 に伴 う
介護保 険制 度財政 の逼 迫 と介 護従 事者 の不足 とい う深刻 な状況 に直面 して いる。
　 現在 、 わが 国で は、 医療、 介護 、予 防、 住 まい、生 活支 援 サ ー ビスが 連携 した要 介護 者等 へ の包括 的 な支援 で あ る
地 域包 括 ケア シス テム推進 を行 って い る。
　 この拙論 で は、介 護保 険制 度 の改正 と地域 包括 ケア システ ム との関係 ・意義 を 明確 に し、 介護 保険 制度 の もとで の
介護 従事者 の実 態 を明 らか にす る と同 時 にデ ンマ ーク或 い はフ ィ ンラ ン ドの介 護人 材養 成 を検証 し、 わが 国 の介護人
材養成 の あ り方 への提 言 を示 唆 す る。
キ ー ワー ド:地 域包 括 ケ ア シス テム、介 護 人材確 保、 社会 保健 ヘ ルパ ー、 社会 保健 ア シス タ ン ト、 ラ ヒホイ タイ ヤ、
介護福 祉士
は じめ に
　 わが国の介護保険制度が2000(平 成12)年 にスター
トして、15年 を経過 した。
　 介護保険制度 はこれ までのサ ー ビス体系の あ り方
を措置制度か ら利 用者(契 約制)に 変換 したので あ
る。 その後、 社会 情勢 に応 じて、 介 護保 険制度 の
「改正」 並 びに関連法案 が成 立 した。 そ の主 な改正
は、(1)2005(平 成17)年 の 「介護 保険法等 の一
部 を改正す る法律」(2)「 介護サ ー ビスの基盤強化
の ため の 介護 保 険法 等 の一 部 を改 正 す る法 律 」
(2011)と 関連法案(3)「 地域 にお ける医療及 び介
護 の総合的な確保を推進す るための関係法律 の整備
等 に関 す る法律」　 (以後、 「医療介護 総合確保 推進
法」)(2014)等 であ る。 まず、(1)改 正の 目的 は、
これ までの介護中心のサ ー ビスか ら、予防を重視 し
たサ ー ビスの転換で ある。そ のポイ ン トは、 ア、予
防重 視型 システ ムへ の転 換 イ、施 設給 付 の見 直 し
(食費 ・居 住費 の徴 収)ウ 、 新 たなサ ー ビス体 系 の
確立(新 予防給付の創設)エ 、サービスの質の確保 ・
向上オ、負担のあり方 ・制度運営の見直 し等。
　次に(2)改 正法の目的は、住みなれた地域での
生活の継続性のため、医療、介護、予防、住まい、
生活支援サービスが間断なく提供できる地域包括ケ
アシステムの実現するための取 り組みを推進するこ
とである。改正のポイントは、①地域包括ケアの推
進②地域包括ケアを念頭においた介護保険事業計画
の策定③24時 間対応の定期巡回 ・随時対応サービス
の創設④複合型サービスの創設⑤介護予防 ・日常生
活支援総合事業の創設⑥介護療養型医療施設の転換
期限の延長⑦介護職員等によるたん吸引等の実施⑧
介護福祉士の資格取得方法の見直 しの延長⑨情報公
表制度の見直 し⑩事業者に対する労働法規の遵守の
徹底⑪有料老人ホームにおける利用者保護規定の追
加⑫市民後見人の活用による認知症対策の推進⑬保
険者による主体的な取 り組みの推進⑭保険料の上昇
の緩和⑮高齢者住 まい法(「 高齢者の居住の安定確
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保に関する法律」)等 となっている。
　最後に(3)の 制定の目的は、持続可能な社会保
障制度の確立を図るため効率的或いは質の高い医療
供給体制を構築すると共に地域包括ケアシステムを
構築 し、地域における医療並びに介護の総合的確保
を推進するため、医療法、介護保険法の法律を整備
することである。その改正の概要は①新たな基金の
創設と医療と介護の連携強化②地域における効率的
かっ効果的な医療供給体制の確保③地域包括ケアシ
ステムの構築と費用負担の公平化(介 護保険関係)
等である。
図表一1「 地域包括ケアシステムについて」
医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスが連携した要介護者等への
　 　 　 　 包括的な支援(地域包括ケア)を推進
2025(平 成37)年 以降、医療 ・介護のニーズが増加
することが見込まれているため、今後の生活支援サー
ビス体制の整備が逼迫化②地域で暮 らす人々、なか
で も高齢者の慢性疾患を抱えなが ら地域で生活をす
る人々一健康概念の変化による医療的ケアと社会的
ケアを必要とする人々の増加③認知症高齢者の増加
等をあげる事がで きる。 すなわち高齢化社会での
「キュア(治 療)」、「病院 ・施設」か ら 「ケア(介
護)」、「地域 ・家庭」へと健康概念の変化のもとで、
「地域での尊厳ある生活の継続」 と 「生活の質の向
上」(QOL)へ の支援が地域包括ケアシステムに対
する期待であり課題で もある。
【地域包括ケアの5つの視点による取組み】
地域包括ケアを実現するためには、次の5つの視点での取組みが包括的(利用者のニーズに応じた①～⑤の適切な
組み合わせによるサービス提供)、継続的(入院、退院、在宅復帰を通じて切れ目ないサービス提供)に行われることが
岨
①医療鐡
24時間対応の在宅医療、訪問看護やリハビリテーションの充実強化
・介護職員によるたんの吸引などの医療行為の実施
②介護サービスの充実強化
・特養などの介護拠点の緊急整備(平成21年度補正予算3年 間で16万人分確保)
24時間対応の定期巡回随時対応サービスの創設など在宅サービスの強化
③幽 鎚
できる限り要介護状態とならないための予防の取組や自立支援型の介護の推進
④見守り、配食 買い物など 多様な生活支援サービスの確保や権利擁護など
一人暮らし
、高齢夫婦のみ世帯の増加、認知症の増加を踏まえ、様 な々生活支援(見守り、配食などの生活支援や
財産管理などの権利擁護サービス)サービスを推進
⑤高齢期になっても住み続けることのできる高齢者住まいの整備(国交省と連携)
・一定の基準を満たした有料老人ホームと高専賃を
、サービス付高齢者住宅として高齢者住まい法に位置づけ
X「地域包括ケアシステム」は、ニースに応じた住宅が提供されることを基本とした上で、生活上の安全・安心健康を確保するために、医療や介護、予防のみなら
　ず、福祉サーヒスを含めた様々 な生活支援サーヒスが日常生活の場(日常生活圏域)で週切に提供できるような地域での体制と疋義する。その際、地域包括ケ
　ア圏域については、[おむね30分以内に駆けつけられる圏域」を理想的な圏域としてだ義し、具体的には、中学校区を基本とする。
　〔[地域包括ケア研究会報告書」より)
(出所:「 介護サービスの基盤強化のための介護保険法等
の一部を改正する法律の概要」厚生労働省2011p21)
　この一連の法改正で注目すべきことは、「介護サー
ビスの基盤強化のための介護保険法等の一部を改正
する法律」において、介護職員等によるたんの吸引
等の実施が認め られたことである。介護職員の医療
行為(薬 剤の配布 ・調合、筋肉注射、褥瘡の治療等)
の実施については、欧米福祉先進諸国では一定の単
位履修及び研修修了者に対 して以前か ら容認されて
いる。わが国において も懸案事項であったが、 この
たびの改正にてたんの吸引(口 腔内、鼻腔内、気管
カニュレ内部)、 経管栄養(胃 ろう、腸ろう、経鼻
経管栄養)等 の業務が一定の研修を受けた介護福祉
士のみ認められることになった。
　ところで、地域包括ケアシステム創設の総体的要
因として、①65歳 以上の高齢者の人口増加がある。
特に団塊の世代(約800万 人)が75歳 以上になる
1,地 域包括ケ アの概念 ・定義 ・責務
　地域包括 ケアに は2つ の概念 が あ る。 ①地域 を基
盤 とす るケ ア(community-based　 care)、 ② 統合 ケ
ア(integrated　 care)で あ る。 前者 は公衆衛生 アプ
ローチに立脚 し、地域の健康上 のニーズ、健康 に関
す る信念や社会的価値観 にあわせ、地域社会 による
参画 を保証 しなが ら構築 され るケアを い う(Plochg
and　Klazinga(2002))。 後者 は、診断 ・治療 ・ケア ・
リハ ビリテー ション ・健康増進 に関す るサー ビスの
投 入 ・分 配 ・管 理 と組 織 を ま と め る概 念 で あ る
(Gr6ne　 and　Garcia-Barbero(2001))。(1)
　近年 この2つ のケア概念の統合化 を試み る傾向が
見 られ る。
　 「地域包括 ケア研究会報告書」(2008)(以 後、報
告書)は 、地域包括 ケア システムを 「ニーズに応 じ
た住宅が提供 され ることを基本 と した上で、生活上
の安全 ・安心 ・健康 を確保 す るため に、医療や介護、
予防 のみ な らず、福祉サ ー ビスを含 めた様 々な生活
支援サ ー ビスが 日常生活 の場(口 常生活圏)で 適切
に提供 できるような地域での体制」 と定義 している。
　 また、国及 び地方公共団体 の責務 と して、介護保
険法第5条 第33項 に 「国及 び地方公 共団体 は、 可
能 な限 り、住み慣れ た地域で その有す る能力 に応 じ
自立 した日常生活を営む ことがで きるよ う、保険給
付 に係 る保健医療サ ー ビス及 び福祉 サー ビスに関す
る施策、要介護状態 となる ことの予防又 は要介護状
態等 の軽減若 しくは悪化 の防止 のための施策並 びに
地域 にお ける自立 した日常生活 の支援の ための施策
を、医療及 び居住 に関す る施策 との有機的 な連携 を
図 りっっ包括的 に推進す るよ う努 めなけれ ばな らな
い。」 と国及 び地方公共団体の責務 を規定 して いる。
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図表一2包 括ケアシステムの概念図
(出所:筆 者作成)
2,包 括 的ケ アの具体 的内容 と方法
　 まず、地域包括 ケア システムの具体的内容 につ い
て述べ ることにす る。
　 同 システムはおおむね30分 以内 に必要 なサ ー ビス
を提供す ることを 目指 してお り、 日常生活圏域(中
学校区)を 単位 と して2025年 を目途 と して いる。
　 この システムによ り、①住 まい(自 宅 ・ケア付 き
住宅)② 医療③介護④予防⑤生活支援等が一体的 に
提供 され ることにな る。
　 す なわ ち、住 まい、医療、介護、予防、生活支援
の5っ の構成要素 と自助(自 分の ことは自 らす る)・
互助(家 族 ・親族 ・近隣等、 ボ ランテ ィア)・ 共助
(介護保険制度等)・ 公助(高 齢者福祉事業、生活保
護、人権擁護 ・高齢者虐待等)に よ り、高齢者の尊
厳の保持 と自立を 目的 と し、住み慣れ た地域での生
活を持続可能 にす るため の包括的 ケアサ ー ビスを提
供す ることであ る。地域包括 システムを支え るため
には5つ の構成要素 と自助 ・互助 ・共助 ・公助 との
連携協働が必要 とな る。 こ こで問題 となるの は、わ
が国 は1990年 代の社会福祉基礎構造改革以降、社会
福祉サ ー ビスが 「措置制度」か ら 「利用者 ・契約制
度」への転換 によ り、サ ー ビス利用 にお ける利用者
の負担割合の増加(介 護保険料の上昇、介護 サー ビ
スの利用者負担の増加等)に よる公的サ ー ビスが後
退 し、家族 ・親族或 いは近隣 によるイ ンフォーマル
で無償の介護で ある 「自助」が強調 され た ことで あ
る。低所得者層 にとって 自己負担の増加 は、 日常生
活の維持 ・継続が困難 となって いる。 なかで も地域
包括 ケア システム推進の中核 となる 「住 まい」の確
保 は低所得者 にとって切迫 した問題で ある。
　 現在、 高齢者住 宅対策 と して、 「高 齢者 の居 住 の
安 定確保 に関す る法律」が2011(平 成23)年2月8
日に改正 され サー ビス付高齢者向 け住宅 と して整備
され る ことになった。
　 このサ ー ビス付高齢者住宅 の建物、 サー ビス、契
約等 について 登録基準が満 たされ た住宅 は都道府県
知事 の登録 を受 けることになる。 しか しなが ら、国
土交通省 によるとわが国 は、欧米諸国 に比較 して、
全高 齢者 に対 す る定員数 が0.9%に 過 ぎな い状況 で
ある。今後、地方 自治体 の財政的逼迫 した もとで、
このパ ーセ ン トをどの程度上昇 させ るかが、地域包
括 ケアサ ー ビス推進 の充実 に対 して影響 を与 えると
い って も過言で はない。 このイ ンフォーマルな介護
を法的 に支援す る親族介護支援が存在す る国 と して
フ ィンラン ドを挙 げる ことがで きる。同国で は1970
年代 まで親族者 に対 して介護義務 を課 して いた。 し
か し、「社会福祉法」(1982)の 成立で公的 による家
族介護手当(高 齢者、障害者 または疾病者へ の在宅
介護 その他 の世話 を保障すべ く供 され る介護補助金
お よびサ ー ビスで あ り、家族や親近者 との取 り決 め
と必要 なサー ビスか らなる)(2)が 提供 され るよ うに
な った。
　 しか しなが ら① 自治体 のサー ビス提供がバ ラバ ラ
で介護者へ の支援 に対す る格差が存在 した こと② 自
治体 の厳 しい財源 をカバ ーす るためによ り低価格 な
親族介護 を積極的 に公的 サー ビスのなか に導入す る
必要 が あ った こと、等(3)も あ って イ ンフォーマ ル
サー ビスで あ りなが ら 「親族介護 支援法」(2005)
の枠 内での公的サービスが成立 した。図表一2は フィ
ンラン ドの公的 サー ビス或 いは公的内 サー ビスによ
る親族介護 の全体像で ある。
　 この図表か ら100万 人以上 が親族 か ら介護 を受 け
て いる ことが分か る。 また、28万 人 の親族介護者 の
うち、12万 人が仕事 に従事 して いる。尚、公的 サー
ビスを受 けて いる要介護者 は3万 人 とな って お り、
親族介護状況28万 人 の うち1割 程度 とな って いる。
この背景 には急速 に進む高齢 と不況 による地方 自治
体の財政 の逼迫が考え られ る。 このよ うに圧倒的多
数が 「親族介護」 と して公的支援 を受 けて いないの
で ある。 この ことは、 サー ビスの普遍主義 を標榜 し
ているフィンラン ドとしては、今後 どの程度公的サー
ビス提供量 を拡大 できるか注 目され るところであ る。
　 ところで、 わが国 にお いて、2013年 に導入 され た
介護予防 ・日常生活支援総合事業が新 たに見直 され
「新 しい介護予防 ・日常生活支援総合事業」(以 後、
新 しい総 合事業)(2014)が 創設 された。 この新 し
い総合事業 は 「医療介護総合確保推進法」 の登場 に
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より、従来の介護予防 ・日常生活支援総合事業が見
直された。新 しい総合事業は 「介護予防 ・生活支援
サービス事業」 と、「一般介護予防事業」によって
構成される。この新 しい総合事業の対象は、地域包
括支援センターにてサービスを利用することになる。
その対象者は要支援者並びに介護予防 ・生活支援サー
ビス事業対象者である。
図表一3フ ィンラン ドの親族介護の全体像
整備 となって いる。 ただ、残念 なのは要介護者、要
支援者 に対す るケアの担 い手で ある介護福祉十が含
まれて いないことで ある。
公的サー ビス外 親族介護者100万 人 以上
親 族介護状 況　28万 人→ 有職者12万 人
　 　　　(正規雇用10万 人)
親族介護支援法　　　　公 的サー ビス外
受給者　 3万 人→女性75%
　　　　→約 半数が配偶者訪 問介護
　　　　→約 半数が年金生活者
　　　　→有 職者24%(正 規雇用20%)
3,介 護従事者の定着率 ・離職 ・賃金
　介護保険制度開始以降、介護事業所 における介護
従事者の社会的地位向上が問われて久 しい。最近、
低賃金、重労働、長時間 のため介護福祉士養成校 の
入学志望者が激減 し、 その結果、養成校 の廃科 ・廃
校 による募集停止を招 き、結果 と して介護職員 の慢
性的不足 とい う現象 を生みだす要因 となって いる。
こ こで、(財)介 護労働安 定 セ ンターによ る介 護労
働実態調 査 「介護 労働 の現状 について 」(2013)を
検討 す る。 まず、(1)介 護職員 の定着率 について
見 ることにす る。
図表一4訪 問介護員、介護職員の採用 ・離職の状況
(平成24年10月1日 ～25年9月30日)
(1)離職率の前年対比較
　 ① 事業所規模別離職率比較20人 以上49人以下、100人以上では前年度よりも
　　　　　　　　　　　 　　　　　　　 離職墨が上里Lた
目標値　5万8000人 →75歳 以上人 口の8%
(3万4000人)
→ それ以外の親族介護
(1万8000人)
資 料:2007年STAKES「 全 国 調 査 報 告 」、2004年 「親 族 介
護 の 改革 の 提 案 内 容 とそ の 費 用 」。
(出 所:笹 谷 春 美 『フ ィ ン ラ ン ドの 高 齢 者 ケ ア ー介 護 者
支援 ・人 材 養 成 の 理 念 と スキ ル 』 明 石 書 店2013p101)
② 介護サービス別 離職率比較 通所介護は離職率が0.6%上 昇した
　 地域包括 ケアサ ー ビスを実現す る方法 にお いて重
要 な点 は、既述 した よ うに原則、 日常生活圏(30分
でか けっ け られ る圏域)に お いて、医療、介護、予
防、住 まい、生活支援が包括的(利 用者の ニーズに
応 じた、 適切 な組 み合 わせに よるサー ビス提供)、
継続的(入 院、退院、在宅復帰を通 じて切れ 目ない
サ ー ビス提供)に 実施 され ることが必要で ある。同
時 に国 と地方 自治体 は、被保険者が可能 な限 り住み
なれ た地域で 日常生活を営む ことがで きるよ う各施
策を講 じなければな らな い。(4)また、地域包括 ケア
サ ー ビスを円滑 に推進す る方法 と して、地域 ケア会
議 の開催が提唱 されて いる。同会議の主催 は地域包
括 ケアセ ンターで主 な構成員 と して 自治体職員、包
括職員、 ケ アマネ ジャー、介護事業 者、OT、 　PT、
ST、 医師、 歯科 医師、 薬剤 師、管 理栄養士 、歯 科
栄養十等 となって いる。尚、地域 ケア会議の役割 は
高齢者個人 に対す る支援 とそれを支え る社会基盤 の
(出 所:(財)介 護 労 働 安 定 セ ンター 「介 護 労 働 の 現 状 に
つ いて 」2014・8p19)
　この図表か ら、①平成24年 、平成25年 共に事業所
別で見た場合、19人 以下並びに50人以上～99人 以下
の規模の事業所において離職率が上昇 している。ま
た、②介護サービス別に見た離職率は特定施設(介
護保険法第8第11項 に規定する有料老人ホームその
他厚生労働省令で定める施設である)の 入居者生活
介護に従事 している介護職員の離職率が目立って顕
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人倍率は一貫 して上昇傾向にある。介護人材の不足
問題は、介護労働の処遇改善にあるが、そのことが
介護職の社会的地位向上と密接にかかわって くるの
である。
4、 介護人材確保対策
　 介護分野 にお ける介護職員 は、2012(平 成24)年
度で約149万 人 であ るが、 団塊 の世代 が全 て75歳 以
上 になる2025(平 成37)年 には約237～249万 人の介
護 職員が必要 と推 計 されて い る。(5)介護人材確 保 に
お ける当面の見通 しについて 、社会保障審議会介護
部 会(第45回2013年6月)は 、図表一8の よ う介護
人材確保 につ いて、具体的対策を提示 して いる。
図表一8　 介護人材確保 にお ける当面の見通 し
資料:社 会保障審議会介護保険部会資料(第45回 、2013
年6月)
(出所:労 働政策研究 ・研修機構 「介護人材需給構造の
現状と課題」労働政策研究報告書No.1682014　 p　5)
　 この図表 一8の 問題点を指摘す ると(1)学 卒就
職 者5.4万 人(H23)が1年 当た り6.8～7.7万 人増 加
す るという希望的観測で ある。 しか し、 ここ数年介
護 福祉士養成の中核で ある介護養成専門学校 の定員
割れが生 じてい ることか ら困難であ ろう。なかには、
廃 科 ・廃校 も見 られ るので、数字を達成す ることは
至難 の技 で あ る。(2)入 職 者23.7～24.6万 人 で あ
るが、学卒就職者の確保 が困難であ るということと、
ハ ロー ワー クか ら16 .0万人 の入職者 があ るとい う前
提で あるが、 この数字達成 は困難 といえ る。何故 な
らば、景気が上昇向 にあるとき、処遇 に恵 まれ ない
福祉職(介 護職)に 人材が流入す る傾向 は過去 の事
例か らして、困難で ある。以上 の理 由か ら、同介護
人材確保 に関す る見通 しは困難で あると思われ る。
　そ の根拠 は、(1)日 本 の人 口、 なかで も労 働力
人 口(15歳 か ら64歳)が 少 子化 の影響 で減 少 す る
(2)近 年 の若年 層 の福祉職離 れ(福 祉職 は汚 い、
危険、 きっい、の3K職 であ る)。(3)介 護職 は低
賃金で あるため将来 の生活設計 を立て ることが困難
で ある。(4)介 護職 の社 会的評価 の低 さ、等 を あ
げる事がで きる。
　 こ うした事項 を改善す るための これ まで の介護報
酬 と介護人材確保対策の経緯 につ いて記述す る。
　介護報酬 の改定 は原則3年 に1回 とな ってい るが、
その経緯 を見てみ ると、①2003(平 成15)年 の全体
の改定率 は△2.3%(在 宅+0.1%、 施設 △4.0%)。 ②
2006(平 成18)年 の全体 の改定率 は△0.5%[△2.4%]
(在宅平均 △1%、 施設平 均 ±0%[△4.0%])。 た だ
し[]は 平成17年10月 改定分を含む数値で ある。
③2009(平 成21)年 の全体 の改 定率 は+3%(在 宅
1.7%、 施設1.3%)。
④2012(平 成24)年 は全 体 の改定 率 は+1.2%(在
宅+1.0%、+施 設0.2%)。 ⑤2014(平 成26)年 は全
体の改定率が+0.03%。
　介護報酬の改定 にあたって介護人材確保 ・処遇改
善 を主 な視点 とした法改正 は、「介護 従事者等 の人
材確保の ための介護従事者等 の処遇改善 に関す る法
律」(2008)で あ る。 この法律 の制定 によ り、2009
(平成21)年4月 か ら介護報 酬 の引 き上 げ とと もに
介護職員処遇改善交付金が創設 され た。
　法改正以外 の介護人材確保 に関す る ものと して、
(1)今 後 の介護 人材養成 の在 り方 に関す る検 討会
報告書 「今後 の介護人材養成 の在 り方 につ いて(概
要)」(2011)が ある。
　 このなかで、介護人材 キ ャリアパ スと し、新 たな
介護人材 の養成体系 を次 の図表一9の よ うに提示 し
て いる。
　 この構想 は、今後 の介護人材 を技術 ・知識 に応 じ
て3段 階 に分 け、在宅 ・施設で働 く上で必要 となる
基本的知識 ・技術を習得 した初任者研修修了者 を基
礎資格 とす る。次 に、利用者 の状態像 に応 じた介護
や他職種 の連携等を行え る幅広 い知識 ・技術 を習得
した介護福祉士 を中核 に据え る。
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図表一9今 後の介護人材キ ャリアパス
(出所:今 後 の介護人材養成の在 り方 に関す る検討会
「今後の介護人材養成の在 り方について(概 要)」 報告書
2011p3)
　そ して、認知症をはじめ多様な生活障害を もっ利
用者に質の高い介護を実践 し、介護従事者のキーパー
ソンとなる認定介護福祉士(仮 称)を 介護職の トッ
プに据えるというものである。
　次に(2)介 護人材確保地域戦略会議(第2回)
の報告書 「介護人材確保の基本的な考え方(案)一
介護人材確保の総合的 ・計画的な推進について一」
(2015)で の介護人材確保の基本的な考え方は、①
目標年次を2025年 と定め、都道府県ごとの需給推計
に基づき、介護保険事業計画(3年1期)と 連動 し
た計画的な取 り組みを推進する②限 られた人材を有
効に活用するために、その能力や役割分担に応 じた
適切な人材の組み合わせや養成を進め、良質なチー
ムケアを提供できる体制を構築する③地域ごとに関
係主体の連携 ・協働体制(協 議会等)を 構築 し、地
域の実情に応 じた効果的な取 り組みを推進する等と
なっている。このように各法律改正或いは各報告書
にて介護人材確保に関するプランの提示 ・提案がな
されているが、各プランの成果を導 くために計画倒
れを防ぐためには、国 ・自治体(都 道府県 ・市町村)・
事業者(事 業者団体)の 連携 ・協働によるプランの
実行が求められる。
5、 デンマークの介護人材養成
　 デンマークの学校制度には(1)基 礎教育として
①幼稚園 クラス(就 学前教育1年)と ②国民学校
(初等 ・前 期 巾等教 育9年)が あ る。 国民学校 の就
学年齢 は7歳 で ある。尚、国民学校 と同等 の教育 を
行 うことがで きる親或 いは保護者 は子 ど もを国民学
校 にお いて教育 を受 けさせ な くと もよいとなって い
る(「 デ ンマーク憲法」第76条)。
　 (2)後 期巾等教育 は①普通教育学校 と②職業教
育学校が ある。普通教育学校 には普通高校(10学 年
を修了 して いる国民学校修了生 を対象 とす る)と 高
等教育準備 コース(HF)(成 人 を対象 とす る大学入
学資格取 得 の為 の コース)。 職業教育 学校 に は上級
技 術 試 験 コ ー ス　(HTX)・ 上 級 商 業 試 験 コ ー ス
(HHX)と 職業専 門学校等 があ る。
　そ して、(3)高 等教育 と して、1479年 に設 立 さ
れ たコペ ンハ ーゲ ン総合大学 は じめ他の綜合大学或
いは単科大学 があ る。(6)ケアスタ ッフを養成 して い
る の が 社 会 ・健 康 ス ク ー ル(Social-og　 Sundheds
Skolerne以 後、　SOSU)で あ る。　SOSU創 設 の き っ
か けは、「社会保健基礎教育法」(1990)の 改正であ っ
た。 この背景 には1958年 以降 ホームヘルパ ー制度 の
導入 に伴 って在宅介護(「 家事援助」)を 巾心 に介護
サ ービスを展開 してきた。 しか し、高齢化率の上昇、
女性 の社会進 出、高齢者福祉政策 の基本理念で ある
「高齢者福祉三原則」(1982)の 制定等の社会的環境
の変化 と介護 サー ビス質的変化(身 体介護或 いは認
知症介護 の増加、高齢者 の慢性疾患 の増大等)に よ
る介護 ニーズの増大 に対応す る必要性 に迫 られ たの
で あ る。 社会保健 基礎教育 法 の改正 によ り看護 ・介
護の教育体系が統一 され社会保健 ヘルパ ー(Social-
og　Sundhedshaelper(以 後SSH)と 社会 保健 ア シス
タ ン ト(Social-og　 Sndhedsassistent(以 後SSA)の
養成 が始 った。現 在、SOSUに は12種 類 の分野 が あ
る。 その分野 は、① 自動車 ・航空機 その他 の運輸関
係②建築 ・土木関係③建物 ・保全関係④動物 ・植物 ・
自然関係⑤美容関係⑥食品 ・食料関係⑦ メデ ィア関
係⑧生産 ・開発関係⑨電流 ・制御関係⑩保健 ・介護 ・
教育関係⑪運輸 ・物流関係⑫商業関係 と多種多様で
ある。 このよ うに学生 に選択 の幅 を広 くして いるの
が特徴で ある。
　 ケアスタ ッフの養成 は⑩ とな ってお り、 この コー
スで取得で きる資格 は、社会保健 ヘル/¥°一、社会保
健 ア シスタ ン ト、教育関係 ア シスタ ン ト、歯科 ク リ
ニ ックア シスタ ン ト、病院 テクニ ックア シスタ ン ト
の4種 類 となって いる。入学 に関 して は書類審査 の
みで、試験 は課 されて いない。
　 こ こで、SSHとSSA養 成 コースの特徴 につ いて
42 神戸親和女子大学大学院研究紀要　第12巻
図表一10デ ンマー クの福祉 ・医療関係教育制度
分野別専門教育(3年)
看護師、助産 師、理学 ・作業療法士、保育士、SW、 養護
教諭
高等学校教育
　　 (3年)
社 会 保 健 ア シス タ ン ト(1.8年)
社 会 保 健 ヘ ルパ ー(1.2年)
準備教育(1年)　 就労経験(1年 以上)
国民学校:義務教育9年 、選択制(10年)
原 典:Momoyo　 T.　J¢gensen(日 欧 文 化 交 流 学 院 教 員)
(出所:「 デ ンマ ー クの 認 知 症 ケ ア動 向 　 II介 護 人 材 の育
成 」 よ りp6)
述べ る。①入学年 齢:国 民学校(9年 生、選択制10
年 生)を 経て18歳 で入学す る。 ただ し、18歳 に満 た
ない もの は1年 間 の準 備教育 を受 ける。 また、 社会
人 も就労 経験1年 以 上 とな って いる。② 入学試験:
原則書類審査のみで、各 自治体が認 めた者 に対 して
入学許可をす る。③学生給料支給:入 学 を許可 され
た学生 は自治体の職員 となるため、一定の給料が年
齢 に応 じて支給 され る。 これ は、他の職種 につ いて
いる人が介護職を 目指 して入学 した場合、生活の保
障をす るため に同制度が設 け られて いる。 この制度
によって、現役の学生或 いは社会人学生の生活が確
保 され るため学業 に専念で きるというユ ニークな シ
ステムで ある。④社会保健ヘ ルパ ーの養成期間:1
年2か 月で卒業後 は、公務員 と して採用 され、在宅
ヘルパ ー或 いは施設 ヘルパ ー として就労す る。一方、
社会保健 アシスタ ン トは、医療行為(薬 の調剤、褥
瘡等の医療処置)が 認め られてお り、卒業後 は公務
員 と して採用 され、在宅訪問介護、医療分野(総 合
病院)、 高齢者 セ ンター、 精神疾患病 院等 に就 労す
る。
⑤ カ リキ ュラム:こ の両資格 は多様化す る介pX._一 .
ズに対応す るた め、医療 と介護の連携 ・統合 を教育
体系 と したものであ る。 その ためカ リキュ ラムにお
いて は、両者が統合 され た介護理論を構築 して いる
(この点が 日本 の介護福祉士 のカ リキュラムと異 なっ
て いる)。 また、 同養成教 育 において は、実践 教育
を重視 して いるのが特徴で ある。
　そ こで、 まず、SSHの カ リキ ュラムを精 査す る こ
とにす る。 総時 間数 は1,680時 間 とな ってい る。1
年2か 月 の学習 プロセスを見 ると授業1(8週 間)
→実 習1(16週 間)→ 授業2(12週 間)→ 実 習2
(16週 間)→ 授業3(4週 間)→ 基本科 目或 いは最終
テス ト、 となって いる(た だ し、1週 間 は30時 間)。
　 また、授業科 目は一般科 目と基本科 目に分かれて
いる。一般科 目には 「社会 とヘルスケア」(60時 間)、
「看護」 ・ 「記録」(計150時 間)、 「リハ ビリテー ショ
ン」 ・ 「社会学」 ・ 「ヘルスケア実践」(計105時 間)、
「心理学」 ・ 「コ ミュニケー シ ョン」(計75時 間)、
「労働一般」 ・ 「人間工学」(計30時 間)等 が ある。
また、基本科 目として、「デ ンマーク語」(120時 間)、
「英語」(60時 間)、 「自然科学」(60時 間)等 が ある。
その他 に 「選択科 目」(30時 間)、 「選 択専門科 目」
(30時 間)、 「実習」(960時 間)の 合計1680時 間 とな っ
て いる。(7)
　 このSSAの カ リュキュ ラム(1年8ヵ 月)か ら判
明す る ことは、①授業科 目において看護、 リハ ビ リ
テー ション、心理学、労働一般、人間工学等 自然科
学、人文科学、社会科学 と人間 に関す る全て の科 目
を網羅 して いること、②実習 に多数 の時間 を割 いて
いることで ある。
　 この開講科 目か ら医療 と介護 の統合 した介護専門
職である ということを体現化 してい ることが分かる。
　次 にSSAの 開講科 目について み る。
　一般科 目は 「看護 」(150時 間)、 「細 胞病理学 」・
「薬学」(計120時 間)、 「生 理学」・「質 の保証」・「記
録」(計90時 間)、 「病気予 防」・「リハ ビ リテ ー ショ
ン」(計90時 間)、 「健康教 育」・「コ ミュニケ ー ショ
ン」等(計90時 間)と なって いる。 また、基本科 目
と して 、 「デ ンマ ー ク語 」(60時 間)、 「自然 科
学」(120時 間)、 「英語」(60時 間)、 その他 「選択科
目」(30時 間)、 「選択専門科 目」(60時 間)等 を開講
して いる。尚、「実習」(1350時 間)で 合計2310時 間
とな って い る。(8)SSAの 開講科 目を見た場 合、卒業
後の進路 を:考慮 して、①医療、薬学、看護等医系 の
科 目に多 くの時間を費や して いるのが最大 の特徴で
ある。 また、②SSA同 様、実習 時間 に多数 の時間 を
費や して いる③社会人学生の多 くは海外か らの移住
者が多 いため、SSH同 様、英語 とデ ンマ ーク語 に多
くの時間 を費や して いる。 と くにデ ンマーク語 は日
常会話で あるが習得 に時間 を要す る為、時間 をか け
て3年 間で マスターで きるよ う配慮 されて いる。
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　 以上、SSHとSSAの カ リュキ ュ ラムについて 検
証 して きたが、SSAの 課程 を修了 した者 の うち進学
希望者 は後期高等教育 と して位置づ け られて いる看
護 師、 ソーシ ャル ワーカー、国民学校教師、助産師
等の課程(3年)に 進学す ることがで きる。
図表一11デ ンマークの地域包括 ケア システムの一
例(コ ミュー ンが基本的責任)
　(出所:銭 本隆行 「安心 して暮せるデンマークの福祉」
(資料)、2013を 参照 して作成)
　 これ まで、SSH並 び にSSAの 養成課程 について検
証 して きたが、課題 も明 らかになって きた。それは、
① 雇用条件が恵 まれて いるため、海外か らの移民社
会人入学生が多数在籍す るが、彼 らにとって最大 の
課 題 はデ ンマ ー ク語 の習 得 であ る。SSH、SSAの
3年 間を通 じて デ ンマーク語 の科 目が設 け られ多数
の時間が用 い られて いるが、習得で きず退学す る者
が見 られ る。② 今後、SSH並 びにSSAの 職域分 野 の
多様化、多種化 に伴 う知識 ・技能の向上の必要性③
各SOSU校 との連 携 ・提携 に よる情報 の刷新 し、 友
好 的関係を構築す る④途中退学者を防止す る為、 カ
リュキュラム等の見直 し、等が課題 とと して あげ ら
れて いる。
　 こ うした背景 の もと2015年 度か ら次 のよ うなSOS
U改 革が行われ た。
(1)改 革 による2大 変更点
① 新 たな基本 コースと入学条件の導入
② 学生 と して雇用 され る者 は研修生 と して採用 し、
その後、評価を受 けたの ち自治体職員 と して採用す
る。 また、SOSUの カ リキ ュ ラム は学 生 のための も
の とす る
(2)政 府の意向
① よ り多 くの学生 は、 国民 学校9年 生 或 いは10年 生
直後 に職業訓練校(SOSU)を 選択 す る必要 があ る
②職業訓練 は必ず完了す る必要が ある。
③彼等 は熟練者 になれ るよ う職業訓練 に挑戦 しな く
て はな らない。
④職業専門学校 にお いて 自信 と達成感が満 たされ な
けれ ばな らない。
(3)具 体的 なSOSU改 革 の取 り組 み
①青年 にと って魅力的 な環境 の構築
② よ りシンプルな学校 システム、 カ リュキュ ラム等
の推進
③ よ りよい訓練機会 の提供
④手動作業 に焦点を合わす
⑤入学条件の ク リアー化
⑥ よ りよい教育 の推進
⑦継続的 なイ ンター シップ
⑧新 しい複合的 な中等教育の実施
⑨社会人学生 のための新 しい トレーニ ングの導入
(4)SOSU進 学 に際す る分野 の選択 につ いて
　 これ まで、学生 は12分 野か ら選択 して いたが、今
後 は4分 野(① 分野:ケ ア、健康 と教育②分野:オ
フ ィス、商業 と ビジネス③分野:食 糧、農業、体験
④分野:エ ンジニア リング、建設、輸送)か ら選択
す る
(5)入 試改革
①国民学校で必ず デ ンマーク語 と数学 に合格す る こ
とが条件で ある
②国民学校か ら直接入学する学生 は、新 しい基本 コー
ス(「 開発 と幸福」「健康的な生活 とライ フスタイル」)
(2週 間)に 属 し、基本 コースを履 修後 メイ ンコー
スに進む。尚、社会人 は直接 メイ ンコースに属す る
　現在、SSHとSSAは 、 自治体の在宅介護 のヘルパ ー
と して或 いは病院等 のア シスタ ン トと して、地域包
括 ケア システムの中核を担 って いるので ある。
(6)SOSU・ ネス トヴエズ校 のSSH、 　SSAの 新 プ
ログ ラム(2015)で は、SSHの 総授業 時間数が56週
(1680時 間)か ら62週(1860時 間)へ180時 間 プ ラス
とな って い る。一方、SSAは 、77週(2310時 間)か
ら65週(1950時 間)へ と逆 に360時 間マイナスとな っ
て いる。(9)
　 いず れにせ よ今 回のSOSUの 改革 に よって、 諸課
題解決へ の施策が講 じられ たので ある。
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6、 フィンラン ドの介護人材養成
　 厚生労働省 は 「介護 ・福祉サ ー ビス ・人材 の融合
チーム」(以 後、 チーム)を2015年4月14日 に立 ち
上 げた。
　 この背景 にあ るの は、①2025年 問題(団 塊 の世代
が全て75歳 以上 にな る)② 介護 ・保育分野 にお ける
人材不足で ある。
　 そ こで、都市部 にお ける介護 ニーズの増大 に対処
す る介護 ・福祉職 の大幅 な人手不足、地方 ・山間部
にお ける人 口減 ・人材減 による介護 ・福祉サ ー ビス
の枯渇の状況が予測 され るなか、①介護 ・保育分野
の人材不足②高齢者介護 ・保育 ・障害者向 け施設 の
統合 と資格の一本化③専門職間の労働力流動化④地
域包括 ケアシステムを支え る万能な人材の育成等 を
図 るため創設 されたので ある。
　 しか し、そ こには多 くの課題が山積 して いる。具
体的には、①対象が幼児 と高齢者或いは障害児(者)
とな るが、 スキルが広範囲 に及ぶ ことで、充分 な対
処がで きないので はないか②保育 と介護の人材不足
を補 うためだ けの資格で あるな らば、 あま りに も安
易で はな いか③保育 ・介護共 に一般企業 と比較 した
場合、賃金 ・労働条件 と もに劣悪で あるため、希望
者 が少な く、離職 者が多 いので あるが、待遇面で の
改善 は同時 に進 め られ るのか④同資格 はフ ィンラン
ドの ライホイ タイヤ(lahihoitaja:社 会 ・保健 医療
ケア共通資格)を 参考 に して いるが、准看護師で あ
るた め、社会的評 価 はあま り高 くはない。現在、厚
生 省が試案 して いる介護 ・保育分野の統合資格で社
会的地位 も明 らか となって いない
こ こで、 フ ィンラ ン ドの介 護人材 の中核 であ るラ
イホイタヤについて 述べ る。
まず、 ラ ヒホイ タイヤ資格 とは何 か とい うことで
ある。同資格の前 身 は10資 格で ある。 まず、保健医
療部門で は、① 准看護師(Perushoitaja)、 ②精 神障
害 看 護 助 手(mielenterveyshoitaja)、 ③ 歯 科 助 手
(hammashoitaja)、 ④保母/保 育士(lastenhoitaja)、
⑤ ペデ ィケ ア士(jalkojenhoitaja)、 ⑥1)ハ ビ リ助手
(kuntohoitaja)、 ⑦ 救 急 救 命 士 一 救 急 運 転 手
(laakintavahtimestari-sairaankuljettaja)の7種 類 。
一 方 、社 会 サ ー ビス部 門で は、 ①知 的障害 福祉 士
(kehitysvammaistenhoitaja)、 ② ホ ー ム ヘ ル パ ー
(kodinhoitaja)、 日中 保 育士(paivahoitaja)の3種
類 となって いるが、 トータル10種 類の資格が統合 さ
れたのが ライホイタヤで ある。
　 次 に、導入の背景で あるが、① フィ ンラ ン ドの高
齢福祉政策が施設 ケか ら在宅 ケアへ の政策転換 に伴
う社会サ ー ビス分野 と保健医療 サー ビス分野 にお け
るケアの共通基礎資格の一本化が求 め られ たこと②
ケアサ ー ビスにお ける基礎資格 の統合化が求 め られ
たこと③労働力流動化政策の もとで、労働市場 を移
行す る ことがで きること④同 じ介護者が同 じ高齢者
をケアで きること⑤他領域の職場へ の移動が可能 に
なること、等 を指摘す ることがで きる。
　 ライホイタイヤの養成が始 ま ったのは、1993年 で
あるが、資格取得ル ー トは①基礎教育(小 ・中)修
了者②中等教育課程(高 等学校 に相当)の 修了者 と
なって いる。
　養成期間 は3年 間で、中等職業訓練校で養成教育
を受 ける。
　取得習得単位 は120単 位(1単 位一40時 間;そ の うち
29単 位一1160時 間の現場 実習 有)と な って い る。
尚、3年 間の カ リュキュラムの概要 は図表一12の 通
りで ある。 このカ リュキュ ラムは、柔軟で よ り深遠
な知識を具備 した ラヒホイタイヤを養成す るため、
2010年 以降新 たに改正 された もので、主 な変更点 は、
①民営の ケア事業者 の増加 に伴 い、職業資格教育部
分 に5単 位の起業科 目が新 たに加 わった。②従来、
共通職業資格教育が40単 位で あ ったのを30単 位 に減
少、 その代わ り新 たに追加的職業資格教育(特 別教
育)か ら10単 位 を選択取得す るよ うに した。 その結
果、基礎資格教育取得後、新 たに専門的技能資格が
取得で きるよ うになったので ある。(1°)
図表一12資 格要件 カ リキ ュラム(2010年 以降)
[一般教養]30単 位※1単 位一40時間
共通 コァ科 目　 20単 位(必 修16単 位選択4単 位)
自由課題　　　 10単 位(う ち学習指 導1.5単 位)
[職業資格教育部分]90単 位(現 場実習29単 位、
起業科 目5単 位、卒業課題2単 位 を含む)
■共通職業資格教育　 50単 位(必 修)
　 「発達の支援 と指導」15単 位
「看護 と介護」　　 20単 位
「リハ ビリテー ション支援」15単 位
■専 門職業教育]各 　30単 位(9つ の課程 か ら
1つ 必修)
「顧客 サー ビス ・情報管理」
「救急 ケア」
「リハ ビリテー ション」
「児童 ・青少年む けケア ・養育」
「精神保健 および薬物依存へ の福祉対応」
「看護及 び介護」
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「口腔 ・歯科衛生」
「障害者ケア」
「高齢者ケア」
■追加的職業資格教育　10単位(以 下のコース
か ら選択)
「社会 ・保健医療ケア基礎資格教育か らの単位
所得コース」(10単 位)
「他の職業基礎資格教育からの単位取得コース」
(5～10単 位)
「職業資格」か らの単位取得コース(※)
「特別職業資格」か らの単位取得コース(※)
※基礎資格取得者が特別選択教育によって得 ら
れる専門資格(例 えば、ペディケア、知的障害
者分野、解剖助手、児童 ・青少年特別指導員等)
(出 所:森 川 美 絵 「地 域 包 括 ケ ア シス テ ム に必 要 と され
る人 材 の考 え 方 　 フ ィ ンラ ン ドの 社 会 ・保 健 医 療 ケ ア 共
通 基 礎 資 格 ラ ヒホ イ タ イ ヤ を手 が か りか り に 一」 保 健 医
療科 学 　 2012Vol.61　 No.2　 p133、 一 部 修 正)
　 また、一般教養 にお ける開講科 目(必 修)を 見 る
と 「フ ィンラ ン ド語」「外国語」「数学」「物理」「化
学 」 「社会 」「起業1」 「労働生 活」 「体 育」「保健」
「芸術」 「文化」があ り、又、開講科 目(必 修)で は
「環境」 「情報」 「コ ミュニケ ー ション」 「倫理」 「文
化を知 る」「心理学」「起業活動」等が開講 されて い
る。 また、共通職 業資格教育 において は、 「看護 と
介護」「リハ ビリテーシ ョン」「成長 と養育」等が開
講 されてい る。 デ ンマー クのSSH並 び にSSAと ラ ヒ
ホイタヤで は、入学年齢が異 なるが、開講 されて い
る科 目は、人間 に関す る基礎教養 ・専門知識 を構築
す る自然 ・人文 ・社会科学分野が全て網羅 されて い
るのであ る。ただ、一点異 なるの はラ ヒホイタヤの
カ リキュラムにお いて起業科 目が含 まれて いる こと
であ る。 この理 由は、 フィンラン ドにおいて、従来、
公的 に実施 されて いたケアサ ー ビスが　地方 自治体
の財政的逼迫 もあ り、民間の事業体 に移行 し、起業
と して捉え る必要 性 に迫 られ たか らで ある。
　中 等職業訓練校 にて養成 され るラ ヒホイタヤは8
っの分野の ひとっで ある。8っ の分野 は、①人間 と
教育②文化③社会科学 ・ビジネス ・経営管理④ 自然
科 学⑤ テクノロー ・コ ミュニケー ション ・運輸⑥社
会サ ー ビス ・健康 ・スポーツ ・⑧旅行 ・調理 ・家事
サ ー ビス等(11)となって お り、 デ ンマ ークのSOSUと
分野の領域が非常 に類似 して いる。 この うちラ ヒホ
イタイヤは、⑦ の領域 で資格を得 ることがで きるが、
デ ンマーク同様 フ ィンラン ドも国民学校或 いは基礎
教育修了後、高等学校或 いは職業学校 に進学す る者
の割合が ほぼ同数で あ り、大学へ の途 も複線化(両
国 と もに職業教育修了者 に対 して も進学 の途 を開 い
てい る)し てい る。 また、賃金 において も学歴 よ り、
資格 によって決 まる傾向が あ り、所謂(い わ ゆる)、
日本 のよ うに 「学 歴重視社会 」で はな く、 「資格重
視社会」で あることが分か る。
　尚、 ラヒホイタヤの資格取得者 の職場 は、高齢者
の在宅 ・施設 サー ビス、児童 の保育、各種 の病院、
保健医療社会 サー ビス、障害者 サー ビス等 とな って
いる。
　元来、 ライホイタヤは社会サービスと保健 医療サー
ビスの統合か ら生 まれ た資格で ある。 そのため地域
包括 ケアの中 核 と しての役割が期待 されて いる。 し
か し、課題 も見えて きて いる。①養成課程 における
退学者の問題で ある。 この問題 に関 して、 デ ンマー
クで は移民の語学習得(と くに生活用語で ある 「デ
ンマーク語」:入 学要件 を厳 しくした)に 問題が生
じて いるが、 フ ィンラ ン ドにおいて も移民学生 の語
学習得(「 フ ィンラン ド語」)に 問題が生 じて いる。
② ライホイタイヤの若者 の入学者 の割合が、年 々減
少 して いる(こ の問題 は、同国 において も以前か ら
介護 に従事者 に対す る社会的評価が低 いこと も要因
のひとっ とかんがえ られ る)③ ラヒホイタイヤはあ
る意味 において、ケアの領域 におけるオールマイテ ィ
と して存在 して いる。 しか し、 その知識並 びに技術
評価 は決 して高 い もので はない。④職場、特 に病院
にお いて は、わが国で も生 じて いる問題で あるが、
看護師 との関係で ある。 と もすれ ば、医療機関 にお
いて、介護従事者 は職務的 ・賃金面 にお いて恵 まれ
た待遇で はない。今後、医師、看護師 との関係性 を
如何 に整理す るかが問題で ある。以上の諸課題 を ラ
イホイタヤは有 して いるが、社会的評価 は揺 るぎな
い もので あると確信す る。
7、 地域包括ケ アシステム と介護人材養成のあ り方
への示唆
　地域包括 ケア システムは、住み慣れ た地域で生活
す る高齢者、虚弱者、障害児(者)の 日常生活 の継
続を支援す るのが 目的で ある。
　そ の為 には、医療 ・介護の スキルを習得 したケア
ワーカーが必要 となる。現在、施設 ・在宅 の介護 を
担 って いるの は、介護福祉十或 いはホームヘルパ ー
で ある。
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　 しか し、厚生労働省 は6月24日 「団塊の世代」が
すべて75歳 以上 にな る2025年 度 に介護職員が約38万
人不足す る恐れがあ るとの推計を公表 した(朝 日新
聞2015年6月25日 付)。
　 介護職員の不足の原因 は、低賃金、重労働、社会
的評価等で あるが、 この点の改善 は依然 と して進展
して いな いので ある。
　 ところで、世界の先進諸国 にお いて、社会保障 ・
社会福祉の共通課 題 は人 口の高齢化 と合計特殊出生
率低下 に伴 う高齢化社会の深刻化で あ り、介護 ・年
金 ・医療等の問題 と して顕在化 して いる。
　 と くにサ ブプ ライムロー ンに端を発 した投資銀行
リーマ ン ・ブラザ ーズの破綻 による世界的金融危機
(所謂、 リーマ ン ・ショック)に よ る世界経済 の不
況の もとで、各国の高齢者サ ー ビスが財政的制約 を
受 けることとな った。その ため、北欧の福祉国家で
も財政的危機 に見舞われ た。 その公的機関の財政負
担を軽減す るた め、民間事業者のサ ー ビスを導入す
ることになった。
　 こう した状況下で、各国 にお いてサ ー ビスの形態
を施設か ら在宅ヘ シフ トす る政策が実施 され た。 そ
の中核が地域包括 ケアセ ンター構想で ある。
　 ただ し、地域包括 ケアを実現す るため には介護 ・
医療 ・予防 ・住 まい ・生活支援の5っ の項 目の取 り
組みが必要であ る。
　 具体的 には、①医療 との連携②介護サ ー ビスの充
実強化③予防の推進④見守 り、配食、買 い物⑤高齢
期 にお いて も住 ま うことので きるバ リアフ リーの高
齢者住宅の整備等で ある。 この地域包括 ケアサ ー ビ
スを提供す るのが医療 ・看護 ・介護で ある。 なかで
も介護の担 い手であ る介護福祉士 は、質的 ・量的 に
介護サ ー ビスを提供す る扇の要 とな って いる。
　 ここで、 ケアワーカーと して各現場で活躍 して い
る介護福祉十 とSSH、 　SSA、 ライホイ タイヤ と基本
的条件 と開講科 目等 につ いて検討す る。
　 まず、基本 的条件で あるが図表一13はSSH、 　SSA、
介護福祉 士(2年 養成)、 ラ ヒホイ タイヤの入学 年
齢、入試、養成期間、授業時間数、授業料、就職先、
給与 について 比較 した もので ある。介護福祉十 と他
の資格を比較 して明 らか なの は、①授業時間数が養
成期間 にお いて最 も少な い②他の資格 は入試が ない
③ 他の資格 は養成期間中 授業料が い らな い④他の資
格養成施設 は公的施設(自 治体)で ある⑤SSH、 　SS
Aは 試用期 間を除 いて 自治体職 員 に登録 された時点
か ら年齢 に応 じて給与が支払われ るが介護福祉士 と
他の資格 とのが相違点で ある。
図表一13SSH、 　SSA、 介護福 祉士、
の比較
ラ ヒホ イタ ヤ
入学年齢
(歳)
入　試
養成期間
授業時間
(時 間)
授業料
就職先
給与
(在学中)
SSH
18
無
1.2年
.:1
無
公
有
SSA
SSH
修了
無
1.8年
2310
無
公
有
介護福祉士
18(高 卒)
有
2年
:11
有
私 ・公
無
ラ ヒホ イ タ ヤ
16(中 卒)
無
3年
x:11
無
公 ・私
無
(注):公 は 自治 体 、 民 は民 間 事 業 者 、 給 与 は デ ンマ ー ク
でSSH或 い はSSAと して の コ ー ス を 選 択 して 入 学 した 場
合 、 自治 体 職 員 と して 登 録 さ れ 給 与 が 支 給 され る(た だ
し、2015年 度 よ り、 当 初 は研 修 生 と して処 遇 さ れ る こ と
とな っ た　 筆 者 作 成)
　次 に開講科 目であ るが、SSH、 　SSAの 開講科 目
には、医療系科 目である 「看護」「リハ ビリテー ショ
ン」「ヘル スケア実践」「細胞学」「薬学」「生理学」
等が開講 されて いる。 また、 ラ ヒホイタヤにおいて
も 「看護及び介護」「口腔 ・歯科衛生」「リハ ビリテー
ション支援」「精神保健及 び薬物依存へ の福祉対応」
(図表一12参 照)等 が開講 されて いる。 これ に対 し、
介護福祉十 は独 自に医療行為(喀 疾 吸引等のみ許可)
が、業務上許可 されて いないため医療系科 目が開講
されて いないので ある。 しか しなが ら、要介護者、
障害(児)者 等 のケアサ ー ビスにおいて、医療(看
護)行 為 は必然的 な もので ある。
　地域包括 ケアサ ー ビスは社会的 サー ビス分野 と保
健医療サ ー ビス分野 を包含 した もので ある。故 に、
医療サ ー ビスが実施で きないケアワーカーは、必要
度が低下す るので あ り、看護師 と業務分離 して いる
現状 は望 ま しくないので ある。利用者 にと って サー
ビス提供者が異 なれ ば、精神的 ・心理的 に不安定 に
陥 ること もあるので、安心 ・安全 を同人物で提供す
る専門職 の意義 ・存在が必要で ある。
　図表一14は 、社会介護保健師(仮 称)の 職位 と業
務内容、養成期間を提示 した もので ある。 これ まで
デ ンマークのSAH、 　SAA並 びにフ ィンラン ドの ラヒ
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ホイタイヤの介護 人材養成 につ いて詳述 したが、 い
ずれ も地域包括 ケアの理念の もとで、ホームヘルパ ー
と看護を統合 した社会保健ヘルパ ー並 びに社会保健
ア シスタ ン ト、そ して、社会保健医療共通基礎資格
であ るラ ヒホイタイヤが、専門職 と して児童か ら高
齢者 に対す るケアを遂行 して いる。 しか し、 日本 の
介護福祉十 は医療行為が禁止 され、専門職 と して、
質的水準 は依然 と して停滞 したままで ある。
図表一14社 会介護保健師の職位
図表一15介 護福祉士養成校と准看護師養成校の関係
(出所:筆 者作成)
(出所:筆 者作成)
　 ここで、今後、 どの ような養成 プラ ンが必要 なで
るかを考察す る。 これ まで、地域包括 ケアを前提 と
した或 いは介護の人材の質的的向上を 目指 したプラ
ンと して、「コ ミュニテ ィ ・ナース」(金 井一薫)と
「療養生 活支援介護師」(筒 井澄栄 ・石川　 彪)等 を
あげることがで きる。 この2っ の プラ ンは一考 に値
す ると筆者 は考え る(12)。
　 しか しなが ら、筆者が考え るの は現在の介護福祉
十の資格を生か しなが ら新 たな資格を構築す る こと
にあ る。
　す なわ ち、現行の介護福祉士の教育内容 は現状維
持 と し、 その上 に准看護師の教育内容を上乗せす る
プラ ンで ある。尚、介護福祉士の下位 には介護職員
初任者研修修了者 を設定す る(図 表一14参 照)。
　 この プラ ンは、介護人材養成 にお いて現行 の養成
システムを利用 した非常 に シンプル な もので且っ経
済的、効率的プ ラ ンで ある。
　社会介護保健師の養成プ ロセスは次 のようにする。
まず、介護職員初任者研修(ホ ームヘルパ ー2級)
は主 と して民間業者 が実施 してお り、4ヵ 月程 度 の
講習 ・テス トを合格 して得る資格であり、初級ヘル
パーである。つづいて介護福祉士資格を2年 間の養
成課程にて取得する。 ここまでは従来の養成内容で
あるが保険医療サービスに対応できる 「社会介護保
健師」資格を新たに設ける。資格取得方法は、①介
護福祉士の資格を有する者が、准看護師養成施設に
て2年 間の養成教育を経て国家試験を受験 し、准看
護師の国家資格を取得 した者が社会介護保健師とな
る。②准看護師資格を有する者が介護福祉士養成施
設にて2年 間の養成教育を経て国家試験を受験 し、
介護福祉士の資格を取得 した者が、社会介護保健師
となる。尚、同資格取得を得るため一定の条件を課
することにする。それは、①高等学校を卒業後、社
会介護保健師資格を取得するためには4年 間の養成
期間を必要とする②介護福祉士と准看護師の養成課
程を修了 した社会介護保健師の職位は、業務 ・名称
独占の国家資格とし、看護師と同等の資格 ・地位を
有するものとする。
③授業時間は介護福祉士(2年 課程)1800時 間(図
表一16参 照)、 准看護師1890時 間(図 表一17参 照)、
合計3690時 間とする④質の高い有資格者を養成する
ため、介護福祉士と准看護師の入学試験は別建てと
する。
④臨床実習を重視 し、実践力を具備 した社会介護保
健師を養成する。
　介護知識 ・技術と医療知識 ・技術を修得すること
によって従来分離 していた看護領域と介護領域を統
合 ・融合 した社会介護保健師は、社会サービス部門
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図表一16介 護福祉士養成教育内容(2年 課程)
領域
人
間
と
社
会
人
間
の
理
解
社
会
の
理
解
必
修
教育内容
人間の尊厳と自立
人間関係とコミュニケーション
社会の理解
時間数
30以 上
30以 上
60以上
　 ※上記必修科目のほか、人間と社会に
覆　関する選択科目
、ノ 十量
口
介
護
こ
こ
ろ
と
か
ら
だ
の
し
く
み
介護の基本
コミュニケーション技術
生活支援技術
介護過程
介護総合演習
介護実習
小 計
発達と老化の理解
認知症の理解
障害の理解
こころとからだのしくみ
小 計
合 計
240
180
60
300
150
120
450
1260
60
60
60
120
300
1800
(出所:厚 生労働省 「介護福祉士養成課程における教育
内容等の見直しにっいて(案)」p8)
図表一17　 准看護師養成教育内容
別表四　　(第五条関係)
教 育 内 容
講義
時 間 数
基礎科目 国語
外国語
その他
35
35
35
実習
35
35
35
と保健医療サービス部門を統合 した専門職で地域包
括支援ケアサービスの巾核 として地域社会で生活す
る高齢者 ・障害児(者 の)・病弱者の多様化 ・重層
化 した諸ニーズ(医 療的ケアと社会的ケアの融合)
を支援することが可能 となるであろう。
専門基礎科目 人体の仕組みと働き
食生活と栄養
薬物と看護
疾病の成り立ち
感染と予防
看護と倫理
患者の心理
保健医療福祉の仕組み
看護と法律
105
　35
　35
　70
　35
　35
　35
　35
105
　35
　35
70
　35
　35
　35
　35
専門科目 基礎看護学
看護概論
基礎看護技術
臨床看護概論
成人看護
老年看護
母子看護
精神看護
315
　35
210
　70
210
70
70
315
35
210
70
210
O
O
7
7
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デ ンマーク ・ノル ウェー』旬報 社1999p197-202
(7)成 清 美治 「デ ンマ ークの ケアスタ ッフ養 成教
育 に関す る現状 と課題 一我 が国の ケアス タ ッフ養成
へ の影 響 と新 た な介 護福 祉十教 育課 程 の構築 一」
「神戸親和 女子大学 大学院研究 紀要』 第11巻2015
pp57-68
(8)同 上(7)p61
(9)　 http://www.sosusj?lland.dk/eud-reform/om-
eud-reformen
(10)筒 井 孝子 「介護 人材 にお ける実戦キ ャ リア ・
ア ップ制度 構築 のための基本 的な考え方(資 料)」
実 践 キ ャ リア ・ア ップ制度　介護人 材WG第2回 委
員 会2012年12月20日 　 p18
(11)同 上(3)p168
(12)コ ミュニティ ・ナ ース並 び に療養生 活支 援介
護 師(仮 称)に 関す る評価 は拙 著 「デ ンマークの ケ
アスタ ッフ養成教育 に関す る現 状 と課題」 『神戸親
和 女子 大学 大学 院研究 紀要 」第11巻57-68に 掲載
臨地実習
基礎看護
成人看護
老年看護
母子看護
精神看護
4口
735
210
385
70
70
735
210
385
70
70
計 1,155 735 1,890
(出所:文 部省 ・厚生労働省令第2号 「保健師助産師看
護師学校養成指定規則」p8)
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